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先月のコラムで経営者が失敗する２つの原因
についてお話しさせて頂きました。改めて振り
返ると、１つは経営者が経営をしっかり学んで
いないことで、もう１つは守りが弱いことであり
ます。今回は「守り」の経営の具体的内容を
ご紹介して参ります。
まず「守り」の経営についての方向性ですが、
①備蓄、②分散、③流動性の３つが意識すべき
事項になります。備（ビ）・分（ブン）・流（リュウ）
と覚えると良いかと思います。
①の備蓄ですが、急激な環境変化やリスクに
直面した時に、会社を守れるだけの備えがある
か？ 言い換えれば、現預金残高をどのくらい
確保しておくべきか？ ということを考えていか
なければなりません。このことを普段から意識
しているか否かで、本当に危機が訪れた時に大
きな差が出てきます。事業状況によって「備蓄」
の適正額は千差万別ではありますが、「売上の
何ヶ月分」「固定費の何ヶ月分」など「生存ラ
イン預金残高」の設定は必須です。
今まで意識してこなかった方からすると皆目
見当がつかないと思いますが、私は「月商の３ヶ
月分」でまずは良いのかなと思っております。
事業を行って利益を出していくのであれば、経
費が売上を上回ることは通常ありません。それ
であれば一時的に赤字になった場合でも、月商
３ヶ月分の現預金残高があれば最低でも３か月
は持ち堪えることが出来ますし、その間に緊急
融資等の手続きも可能です。ただ金融機関も
全く取引が無かった事業者への貸付けは慎重に
考えますので、申込みから着金までに３カ月以
上掛ることも珍しくありません。それだけに余
裕のあるうちに金融機関とのお付き合いを始
め、返済実績を作っておくことも準備として必
要と言えるでしょう。

②の分散はリスクヘッジをどう考えていくかに
なります。「選択と集中」の戦略は、攻める際
には非常に有効で、創業期はまず事業の大き
な柱を１つ建てることが重要であることは間違
いありません。しかし、その体制だけで事業を
続けていくと、ひとたび環境が変化すると全滅
する危険性もあります。そうならないよう、顧
客や事業、取引先をどのように分散するのが最
適か？ 経営者であれば、常に考えておく必要が
あります。１つの大きな柱が建った事業者は、
次はその脇に２つの小さな柱を立てることから
始めるのが良いでしょう。
③の流動性は変えられやすい体制を作れるか
どうかになります。固定化されたものは、変え
たいときにすぐに変えにくいですので、外部環
境の変化に適応するには、流動性を高めておく
ことが重要です。具体的には固定資産なら流
動資産に、固定費なら変動費にといった「お金
を動かしやすくする」ことを財務上は考える必
要があります。
それと同様に人の思考や行動も固定化される
と変化についていけなくなりますので、経営者
自身の「行動の流動性」も問われます。具体
的には「経営者が自由に動ける時間を確保する」
「自分の考えに固執せず聞く耳を持つ」ことが
重要です。かつて地球上では恐竜が圧倒的な
パワーによって一大勢力を築いていましたが、
気候の大変動に対応できる体で無かったため全
滅してしまいました。進化生物学の第一人者で
あるダーウィンはそれに対し「生き残る種とは、
最も強いものではない。最も知的なものでもな
い。それは、変化に最もよく適応したものであ
る。」と述べています。経営の海で溺れないた
め、まずは出来るところから始めてみませんか？
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３月決算の法人で前期一定金額以上の納税があった場合、11月末までに中間納
税をしなければなりません。

個人事業主のうち前期一定金額以上の所得があった場合、11月末までに申告所
得税の予定納税をしなければなりません。

個人事業主のうち事業税の対象業種で前期一定金額以上の所得があった場合、
11月末までに個人事業税の納税をしなければなりません。

事業者のうち本年 1/1時点で一定金額以上の事業用固定資産があった場合、
11月末までに償却資産税の第３期分の納税をしなければなりません。
→納税義務がある者には税務署、都道府県税事務所及び市役所・町村役場より納付書が
届いているかと思いますので、11/30（水）までに納付の対応をお願い致します。
納税が必要かどうか分からない方は当事務所までお問い合わせ下さい。

年末調整の書類を11月中旬頃に皆様の事務所にお送り致します。
→役員及び従業員（パート、アルバイトを含む）の皆さまに必要事項をご記入、必要書類
を添付頂いた上で12/9（金）までに弊所までご返送下さい。左記期日までにご返送頂きま
したお客様に対しましては、年末調整料金を５千円（消費税抜き）割引きさせて頂きます。

令和４年 10 月1日より雇用保険料率が労働者負担 5/1000、事業者負担
8.5/1000 にそれぞれ変更になります。
→10月中に締日が到来する給与より雇用保険の徴収額が変更になりますので、給与計算の
際はご注意下さい。
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Top i c s
税務、資金繰りなど経営に関わる新制度をご紹介

1 昨年 10 月よりインボイス制度「適格請求書発行事業
者の登録申請書」の提出が可能となりました

上記申請書は納税地の所轄税務署長に提出致します。当事務所にご依頼頂ければ e-Tax に
て即時に提出致しますので、消費税の課税事業者でご希望の方はご連絡下さい。

インボイスの登録申請を検討する際には、これらの情報も参考にしてみて下さい。

2 インボイス制度への対応を支援するための補助金に
ついての資料が公表されました


